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回次
第４期

第１四半期累計期間
第３期

会計期間
自2021年７月１日
至2021年９月30日

自2020年７月１日
至2021年６月30日

売上高 （千円） 316,275 1,089,424

経常利益 （千円） 50,774 27,825

四半期（当期）純利益 （千円） 42,161 27,719

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － －

資本金 （千円） 100,000 100,000

発行済株式総数

（株）
　普通株式 12,411,700 10,333

　Ａ種優先株式 － 3,000

　Ｂ種優先株式 － 4,398

純資産額 （千円） 3,094,955 3,051,881

総資産額 （千円） 3,206,443 3,188,388

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 3.39 2.39

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － －

１株当たり配当額 （円） － －

自己資本比率 （％） 96.49 95.72

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上

場であり、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

３．当社は、第３期第１四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、第３期第１四半期累

計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

４．当社は、2021年８月19日開催の取締役会決議により、2021年９月29日付で株式１株につき700株の割合で株

式分割を行っております。第３期の期首に当該株式分割が行われたものと仮定し、１株当たり四半期（当

期）純利益を算定しております。

５．当社は、2021年８月19日開催の取締役会決議により、2021年９月27日付ですべてのＡ種優先株式及びＢ種優

先株式を自己株式として取得し、対価として当該Ａ種優先株式及びＢ種優先株式１株につき、それぞれ普通

株式１株を交付しております。また、当社が取得したＡ種優先株式及びＢ種優先株式のすべてについて、

2021年８月19日開催の取締役会決議により2021年９月27日付で消却しております。これにより、発行済株式

数は普通株式12,411,700株となっております。なお、当社は2021年９月29日開催の定時株主総会において、

種類株式を発行する旨の定款の定めを廃止しております。

６．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当第１四半期会計期間の期首

から適用しており、当第１四半期累計期間に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した

後の指標等となっております。
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２【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会

社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規上場申請のための有価証券報告書

（Ⅰの部）に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。なお、当社は、前第

１四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間との比較分析は行ってお

りません。

(1）財政状態及び経営成績の状況

①　経営成績の状況

　当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症により大きな影響を受けており、一部

に回復の動きは見られたものの、感染拡大や度重なる緊急事態宣言の発出により、先行き不透明な状況が続いてお

ります。

　一方で、当社を取り巻く環境としましては、企業の競争力強化や人材不足への対応から、AIやDXへの急速な注目

の高まりや、国内企業のIT投資の拡大局面が続いていることなどが当社にとって追い風となっております。

　そのような環境の中で、AIソリューションの横展開事例の増加に加えて、新規顧客獲得や既存顧客からのアップ

セル等もあり引続き好調に推移した結果、売上高は316,275千円となりました。

　ソリューションの横展開事例の増加に伴ってノウハウが蓄積し生産性が向上した結果、売上総利益率は前事業年

度と比較して10.9ポイント上昇し64.4％となりました。

　AIソリューション開発プロジェクト（Joint R＆D）の獲得、研究開発、人材採用といった先行投資も引続き積極

的に進めておりますが、売上高の好調な推移により、営業利益は50,766千円、経常利益は50,774千円、四半期純利

益は42,161千円となりました。

　なお当社は、AIソリューション事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

②　財政状態の状況

（資産）

　当第１四半期会計期間末における資産合計は3,206,443千円となり、主に事業規模拡大に伴い売掛金及び契約資

産が27,081千円増加したこと等により、前事業年度末に比べ18,054千円増加いたしました。

（負債）

　当第１四半期会計期間末における負債合計は111,487千円となり、前事業年度末に比べ25,020千円減少いたしま

した。これは主に、消費税納付の時期により未払消費税等が24,492千円減少したことによるものであります。

（純資産）

　当事業年度末における純資産は3,094,955千円となり、主に四半期純利益42,161千円の計上により、前事業年度

末に比べ43,074千円増加いたしました。

(2）重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　当第１四半期累計期間において、重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定について、重要な変更はあ

りません。

(3）経営方針、経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

　当第１四半期累計期間において、当社の経営方針、経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的

な指標等について、重要な変更はありません。
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(4）研究開発活動

　当第１四半期累計期間においては、データ基盤開発を中心としてマーケティング最適化、需要予測等をテーマと

して、部門横断的な研究開発活動を実施いたしました。その研究開発の結果が、当社のAIソリューションやその機

能につながっております。

　その結果、等第１四半期累計期間において当社が支出した研究開発費の総額は、32,784千円であります。

　なお、当社はAIソリューション事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

(5）　資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当第１四半期累計期間において、当社の資本の財源及び資金の流動性についての分析について、重要な変更はあ

りません。

(6）　経営成績に重要な影響を与える要因について

　当第１四半期累計期間において、当社の経営成績に重要な影響を与える要因について、重要な変更はありませ

ん。

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 49,640,000

計 49,640,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

　（注）　2021年９月29日開催の定時株主総会決議により、発行可能株式総数は39,640,000株増加し、49,640,000株とな

っております。

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2021年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2021年11月15日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,411,700 12,411,700 非上場

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社に

おける標準となる株

式であります。単元

株式数は100株であ

ります。

計 12,411,700 12,411,700 － －

②【発行済株式】

　（注）１．2021年８月19日開催の取締役会決議により、2021年９月29日付で普通株式１株につき700株の株式分割を行

っております。これにより、発行済株式総数が12,393,969株増加しております。

２．2021年９月29日開催の定時株主総会決議に基づき、同日付で１単元を100株とする単元株制度を採用してお

ります。
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第２回新株予約権

決議年月日 2021年９月３日

付与対象者の区分及び人数（名）

取締役　２

従業員　４

内定者　１

採用候補者　２　（注）２

新株予約権の数（個）※ 478　 （注）３

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 普通株式　478［334,600］（注）３、９

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 322,710［462］　（注）４、９

新株予約権の行使期間※ 自　2021年９月６日　　至　2031年９月６日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）※

発行価格　　　324,260［464］

資本組入額　　162,130［232］　（注）４、９

新株予約権の行使の条件※ （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項※
本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認

を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）８

調整後行使価額＝調整前行使価額×
　　　　　　１

分割（または併合）の比率

新規発行

株式数
×

１株あたり

払込金額

既発行株式数 ＋ 新規発行前の１株あたりの時価

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
× 既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

※　発行時（2021年９月６日）における内容を記載しております。新株予約権発行時から提出日の前月末現在

（2021年10月31日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を［　］内に記載

しており、その他の事項については新株予約権発行時における内容から変更はありません。

（注）１． 本新株予約権は、新株予約権１個につき1,550円で有償発行しております。

２． 採用候補者のうち１名は、本書提出日現在、当社従業員となっております。

３． 付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下同

じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新

株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、

調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合その他これ

らの場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整さ

れるものとする。

４．本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整

し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己

株式の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換によ

る自己株式の移転の場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切

り上げる。

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株

式にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合に

は、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。
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さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、そ

の他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使

価額の調整を行うことができるものとする。

５．新株予約権行使の条件

①　新株予約権の割り当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は2022年６月期から2025年６月

期までの事業年度において、当社の損益計算書（連結損益計算書を作成している場合は連結損益計

算書、以下同様。）に記載された売上高が、下記に定める条件を超過した場合、それぞれに定められ

ている割合（以下、「行使可能割合」という。）を上限に本新株予約権を行使することができる。た

だし、上記の各事業年度における売上高が、前年度の売上高を下回った場合には、残存するすべて

の本新株予約権を行使することができないものとする。

　なお、行使可能割合による調整により、行使可能な本新株予約権の個数に１個未満の端数が生じた場

合には、これを切り下げるものとする。

（a）2022年６月期の売上高が、2021年６月期の売上高に150％を乗じた金額を超過した場合

行使可能割合：25％

（b）2023年６月期の売上高が、2022年６月期の売上高に150％を乗じた金額を超過した場合

行使可能割合：25％

（c）2024年６月期の売上高が、2023年６月期の売上高に150％を乗じた金額を超過した場合

行使可能割合：25％

（d）2025年６月期の売上高が、2024年６月期の売上高に150％を乗じた金額を超過した場合

行使可能割合：25％

また、当該売上高の判定に際しては、適用される会計基準の変更もしくは当社の業績に多大な影響

を及ぼす企業売却や事業売却が発生し当社の損益計算書に記載された実績数値で売上高の判定を行

うことが適切ではないと当社取締役会が判断した場合には、当社は合理的な範囲内で当該事象の影

響を排除し、判定に使用する実績数値の調整を行うことができるものとする。

②　上記①に関わらず、新株予約権者は、本新株予約権の割当日から行使期間の満了日までにおいて次

に掲げる事由のいずれかが生じた場合には、残存するすべての本新株予約権を行使することができ

ないものとする。

（a）251,882円（ただし、上記４．において定められた行使価額同様に適切に調整されるものとす

る）を下回る価格を対価とする当社普通株式の発行等が行われたとき（ただし、払込金額が会

社法第199条第３項・同第200条第２項に定める「特に有利な金額である場合」および普通株式

の株価とは異なると認められる価格である場合ならびに当該株式の発行等が株主割当てによる

場合等を除く。）。

（b）251,882円（ただし、上記４．において定められた行使価額同様に適切に調整されるものとす

る）を下回る価格を行使価額とする新株予約権の発行が行われたとき（ただし、当該行使価額

が当該新株予約権の発行時点における当社普通株式の株価と異なる価格に設定されて発行され

た場合を除く。）。

（c）本新株予約権の目的である当社普通株式が日本国内のいずれの金融商品取引所にも上場されて

いない場合、251,882円（ただし、上記４．において定められた行使価額同様に適切に調整さ

れるものとする）を下回る価格を対価とする売買その他の取引が行われたとき（ただし、当該

取引時点における株価よりも著しく低いと認められる価格で取引が行われた場合を除く。）。

（d）本新株予約権の目的である当社普通株式が日本国内のいずれかの金融商品取引所に上場された

場合、上場日以降、当該金融商品取引所における当社普通株式の普通取引の終値が251,882円

（ただし、上記４．において定められた行使価額同様に適切に調整されるものとする）を下回

る価格となったとき。

③　新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社（財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号、その後の改正も含む。）第８条で定

義される。） の取締役、監査役または従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定

年退職、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

④　新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

⑤　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過

することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

⑥　各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
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⑦　新株予約権者は、当社の株式がいずれかの金融商品取引所へ上場した日（同日を含む。）から１年を

経過する日（同日を含む。）までは、本新株予約権を行使することはできないものとする。但し、当

社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

⑧　その他の条件は、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結した「新株予約権割当契約

書」で定めるところによる。

６．増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　　①　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17

条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端

数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。

　　②　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の

資本金等増加限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

７．新株予約権の取得に関する事項

①　当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割

計画、または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認

（株主総会の承認を要しない場合には取締役会決議（取締役会設置会社でない場合には、取締役の

決定））がなされた場合は、当社は、当社取締役会（取締役会設置会社でない場合には、取締役の過

半数）が別途定める日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。

②　新株予約権者が権利行使をする前に、上記５.に定める規定により本新株予約権の行使ができなくな

った場合は、当社は、当社取締役会（取締役会設置会社でない場合には、取締役の過半数）が別途

定める日の到来をもって、新株予約権を無償で取得することができる。

③　新株予約権者が、本新株予約権の割当日に当社または当社の関係会社の取締役、監査役及び従業員

のいずれでもない場合には、2021年12月31日までに当社または当社の関係会社の従業員とならなか

ったときは、当社は、当社取締役会（取締役会設置会社でない場合には、取締役の過半数）が別途

定める日の到来をもって、本新株予約権を無償で取得することができる。

④　新株予約権者が当社または当社の関係会社の就業規則 その他の社内諸規則等に定める降格または懲

戒事由に該当した場合は、当社は、当社取締役会（取締役会設置会社でない場合には、取締役の過

半数）が別途定める日の到来をもって、新株予約権を無償で取得することができる。

８．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移

転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日

に新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式

会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとす

る。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併

契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るもの

とする。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記３．に準じて決定する。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のう

え、上記４．で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記③に従って決定され

る当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間

行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から行使期間の末日までとす

る。

⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記６．に準じて決定する。

⑦　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会（取締役会設置会社でない場合には、株

主総会の決議による承認を要するものとする。

⑧　その他新株予約権の行使の条件

上記５．に準じて決定する。
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第２-２回新株予約権

決議年月日 2021年９月16日

付与対象者の区分及び人数（名） 採用候補者　２

新株予約権の数（個）※ 111　 （注）２

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 普通株式　111［77,700］ （注）２、８

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 322,710［462］　（注）３、８

新株予約権の行使期間※ 自　2021年９月28日　　至　2031年９月６日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）※

発行価格　　　324,260［464］

資本組入額　　162,130［232］　（注）３、８

新株予約権の行使の条件※ （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項※
本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認

を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項※ （注）７

調整後行使価額＝調整前行使価額×
　　　　　　１

分割（または併合）の比率

新規発行

株式数
×

１株あたり

払込金額

既発行株式数 ＋ 新規発行前の１株あたりの時価

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
× 既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

⑨　新株予約権の取得事由及び条件

上記６．に準じて決定する。

⑩　その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

９．2021年８月19日開催の取締役会決議により、2021年９月29日付で普通株式１株につき700株の株式分割を

行っております。これにより「新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数」、「新株予約権の行使

時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」

が調整されております。

※　発行時（2021年９月28日）における内容を記載しております。新株予約権発行時から提出日の前月末現在

（2021年10月31日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を［　］内に記載

しており、その他の事項については新株予約権発行時における内容から変更はありません。

（注）１． 本新株予約権は、新株予約権１個につき1,550円で有償発行しております。

２． 付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下同

じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新

株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、

調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合その他これ

らの場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整さ

れるものとする。

３．本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整

し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己

株式の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換によ

る自己株式の移転の場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切

り上げる。
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なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株

式にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合に

は、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、そ

の他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使

価額の調整を行うことができるものとする。

４．新株予約権行使の条件

①　新株予約権の割り当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は2022年６月期から2025年６月

期までの事業年度において、当社の損益計算書（連結損益計算書を作成している場合は連結損益計

算書、以下同様。）に記載された売上高が、下記に定める条件を超過した場合、それぞれに定められ

ている割合（以下、「行使可能割合」という。）を上限に本新株予約権を行使することができる。た

だし、上記の各事業年度における売上高が、前年度の売上高を下回った場合には、残存するすべて

の本新株予約権を行使することができないものとする。

　なお、行使可能割合による調整により、行使可能な本新株予約権の個数に１個未満の端数が生じた

場合には、これを切り下げるものとする。

（a）2022年６月期の売上高が、2021年６月期の売上高に150％を乗じた金額を超過した場合

行使可能割合：25％

（b）2023年６月期の売上高が、2022年６月期の売上高に150％を乗じた金額を超過した場合

行使可能割合：25％

（c）2024年６月期の売上高が、2023年６月期の売上高に150％を乗じた金額を超過した場合

行使可能割合：25％

（d）2025年６月期の売上高が、2024年６月期の売上高に150％を乗じた金額を超過した場合

行使可能割合：25％

また、当該売上高の判定に際しては、適用される会計基準の変更もしくは当社の業績に多大な影響

を及ぼす企業売却や事業売却が発生し当社の損益計算書に記載された実績数値で売上高の判定を行

うことが適切ではないと当社取締役会が判断した場合には、当社は合理的な範囲内で当該事象の影

響を排除し、判定に使用する実績数値の調整を行うことができるものとする。

②　上記①に関わらず、新株予約権者は、本新株予約権の割当日から行使期間の満了日までにおいて次

に掲げる事由のいずれかが生じた場合には、残存するすべての本新株予約権を行使することができ

ないものとする。

（a）251,882円（ただし、上記３．において定められた行使価額同様に適切に調整されるものとす

る）を下回る価格を対価とする当社普通株式の発行等が行われたとき（ただし、払込金額が会

社法第199条第３項・同第200条第２項に定める「特に有利な金額である場合」および普通株式

の株価とは異なると認められる価格である場合ならびに当該株式の発行等が株主割当てによる

場合等を除く。）。

（b）251,882円（ただし、上記３．において定められた行使価額同様に適切に調整されるものとす

る）を下回る価格を行使価額とする新株予約権の発行が行われたとき（ただし、当該行使価額

が当該新株予約権の発行時点における当社普通株式の株価と異なる価格に設定されて発行され

た場合を除く。）。

（c）本新株予約権の目的である当社普通株式が日本国内のいずれの金融商品取引所にも上場されて

いない場合、251,882円（ただし、上記３．において定められた行使価額同様に適切に調整さ

れるものとする）を下回る価格を対価とする売買その他の取引が行われたとき（ただし、当該

取引時点における株価よりも著しく低いと認められる価格で取引が行われた場合を除く。）。

（d）本新株予約権の目的である当社普通株式が日本国内のいずれかの金融商品取引所に上場された

場合、上場日以降、当該金融商品取引所における当社普通株式の普通取引の終値が251,882円

（ただし、上記３．において定められた行使価額同様に適切に調整されるものとする）を下回

る価格となったとき。

③　新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社（財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号、その後の改正も含む。）第８条で定

義される。） の取締役、監査役または従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定

年退職、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

④　新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

⑤　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過

することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。
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⑥　各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

⑦　新株予約権者は、当社の株式がいずれかの金融商品取引所へ上場した日（同日を含む。）から１年を

経過する日（同日を含む。）までは、本新株予約権を行使することはできないものとする。但し、当

社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

⑧　その他の条件は、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結した「新株予約権割当契約

書」で定めるところによる。

５．増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　　①　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17

条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端

数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。

　　②　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の

資本金等増加限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

６．新株予約権の取得に関する事項

①　当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割

計画、または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認

（株主総会の承認を要しない場合には取締役会決議（取締役会設置会社でない場合には、取締役の

決定））がなされた場合は、当社は、当社取締役会（取締役会設置会社でない場合には、取締役の過

半数）が別途定める日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。

②　新株予約権者が権利行使をする前に、上記４.に定める規定により本新株予約権の行使ができなくな

った場合は、当社は、当社取締役会（取締役会設置会社でない場合には、取締役の過半数）が別途

定める日の到来をもって、新株予約権を無償で取得することができる。

③　新株予約権者が、本新株予約権の割当日に当社または当社の関係会社の取締役、監査役及び従業員

のいずれでもない場合には、2021年12月31日までに当社または当社の関係会社の従業員とならなか

ったときは、当社は、当社取締役会（取締役会設置会社でない場合には、取締役の過半数）が別途

定める日の到来をもって、本新株予約権を無償で取得することができる。

④　新株予約権者が当社または当社の関係会社の就業規則 その他の社内諸規則等に定める降格または懲

戒事由に該当した場合は、当社は、当社取締役会（取締役会設置会社でない場合には、取締役の過

半数）が別途定める日の到来をもって、新株予約権を無償で取得することができる。

７．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移

転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日

に新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式

会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとす

る。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併

契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るもの

とする。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記２．に準じて決定する。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のう

え、上記３．で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記③に従って決定され

る当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間

行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から行使期間の末日までとす

る。

⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記５．に準じて決定する。
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⑦　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会（取締役会設置会社でない場合には、株

主総会の決議による承認を要するものとする。

⑧　その他新株予約権の行使の条件

上記４．に準じて決定する。

⑨　新株予約権の取得事由及び条件

上記５．に準じて決定する。

⑩　その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

８．2021年８月19日開催の取締役会決議により、2021年９月29日付で普通株式１株につき700株の株式分割を

行っております。これにより「新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数」、「新株予約権の行使

時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」

が調整されております。

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2021年９月27日

（注）１

普通株式

7,398

普通株式

17,731

Ａ種優先株式

3,000

Ｂ種優先株式

4,398

100,000 － 1,558,412 100,000

2021年９月27日

（注）２

Ａ種優先株式

△3,000

Ｂ種優先株式

△4,398

普通株式

17,731
100,000 － 1,558,412 100,000

2021年９月29日

（注）３

普通株式

12,393,969

普通株式

12,411,700
100,000 － 1,558,412 100,000

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

　（注）１．2021年８月19日開催の取締役会決議により、2021年９月27日付ですべてのＡ種優先株式及びＢ種優先株式を

自己株式として取得し、対価として当該Ａ種優先株式及びＢ種優先株式１株につき、それぞれ普通株式１株

を交付しております。

２．2021年８月19日開催の取締役会決議により、2021年９月27日付で当社が保有するＡ種優先株式及びＢ種優先

株式をすべて消却しております。

３．2021年８月19日開催の取締役会決議により、2021年９月29日付で普通株式１株につき700株の株式分割を行

っております。

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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2021年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他）
普通株式　

12,411,700
124,117

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら限

定のない当社における

標準となる株式であり

ます。単元株式数は

100株であります。

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 12,411,700 － －

総株主の議決権 － 124,117 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

②【自己株式等】

該当事項はありません。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、株式会社東京証券取引所の「有価証券上場規程」第211条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条

の２第１項の規定に準じて、第１四半期会計期間（2021年７月１日から2021年９月30日まで）及び第１四半期累計期

間（2021年７月１日から2021年９月30日まで）に係る四半期財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四

半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

４．最初に提出する四半期報告書の記載上の特例

　当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同

四半期との対比は行っておりません。
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（単位：千円）

前事業年度

（2021年６月30日）

当第１四半期会計期間

（2021年９月30日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,015,655 3,009,407

売掛金 86,672 －

売掛金及び契約資産 － 113,753

仕掛品 298 －

前払費用 11,741 14,089

その他 1,627 597

流動資産合計 3,115,995 3,137,848

固定資産

有形固定資産 41,438 39,022

無形固定資産 1,051 970

投資その他の資産 29,903 28,601

固定資産合計 72,393 68,594

資産合計 3,188,388 3,206,443

１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】
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（単位：千円）

前事業年度

（2021年６月30日）

当第１四半期会計期間

（2021年９月30日）

負債の部

流動負債

未払金 43,492 44,975

未払法人税等 2,290 1,362

未払消費税等 42,415 17,923

前受金 3,519 －

前受収益 10,000 －

契約負債 － 6,586

その他 13,963 13,944

流動負債合計 115,681 84,792

固定負債

資産除去債務 20,004 20,009

その他 821 6,684

固定負債合計 20,825 26,694

負債合計 136,507 111,487

純資産の部

株主資本

資本金 100,000 100,000

資本剰余金 3,018,825 3,018,825

利益剰余金 △66,944 △24,782

株主資本合計 3,051,881 3,094,043

新株予約権 － 912

純資産合計 3,051,881 3,094,955

負債純資産合計 3,188,388 3,206,443
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（単位：千円）

当第１四半期累計期間

（自　2021年７月１日

　　至　2021年９月30日）

売上高 316,275

売上原価 112,582

売上総利益 203,692

販売費及び一般管理費 152,926

営業利益 50,766

営業外収益

受取利息 4

その他 2

営業外収益合計 7

経常利益 50,774

税引前四半期純利益 50,774

法人税、住民税及び事業税 1,363

法人税等調整額 7,249

法人税等合計 8,612

四半期純利益 42,161

（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、

当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、当第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当第１四半

期会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

これによる当第１四半期累計期間の売上高及び損益、並びに利益剰余金の当期首残高への影響はありません。

また、収益認識会計基準等を適用したため、当第１四半期会計期間より、前事業年度の貸借対照表において、

「流動資産」に表示していた「売掛金」は、「売掛金及び契約資産」に含めて表示し、「流動負債」に表示して

いた「前受金」及び「前受収益」は、「契約負債」に含めて表示することといたしました。なお、収益認識会計

基準第89－２項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度について新たな表示方法により組替えを行ってお

りません。

　（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。

これによる四半期財務諸表に与える影響はありません。

前事業年度
（2021年６月30日）

当第１四半期会計期間
（2021年９月30日）

当座貸越契約の残高 350,000千円 350,000千円

借入実行残高 － －

差引額 350,000千円 350,000千円

（四半期貸借対照表関係）

当座貸越契約

　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。こ

の契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

当第１四半期累計期間
（自　2021年７月１日

至　2021年９月30日）

減価償却費 2,714千円

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第１四半期累計期間（自　2021年７月１日　至　2021年９月30日）

当社の事業セグメントは、AIソリューション事業のみの単一セグメントであるため、セグメント情報の記載

を省略しております。
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（単位：千円）

AIソリューション区分
報告セグメント

AIソリューション事業

demand insight 89,240

response insight 4,875

home insight 33,416

learning insight 66,000

sales insight 25,017

maintenance insight 19,507

Wodom! 71,903

その他 6,300

顧客との契約から生じる収益 316,259

その他の収益 16

外部顧客への売上高 316,275

（収益認識関係）

当社は、AIソリューション事業を営む単一セグメントであり、顧客との契約から生じる収益を分析した情報は、

以下のとおりであります。

当第１四半期累計期間（自　2021年７月１日　至　2021年９月30日）

当第１四半期累計期間
（自　2021年７月１日

至　2021年９月30日）

１株当たり四半期純利益 ３円39銭

（算定上の基礎）

四半期純利益（千円） 42,161

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 42,161

普通株式の期中平均株式数（株） 12,411,700

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前事業年度末から重要な変動があったものの概

要

2021年９月３日開催の取締役会

決議による第２回新株予約権

新株予約権の数　　　478個

（普通株式　　　　334,600株）

2021年９月16日開催の取締役会

決議による第２-２回新株予約権

新株予約権の数　　　111個

（普通株式　　　　 77,700株）

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　（注）　１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場で

あるため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

　　　　　２．当社は、2021年９月29日付で普通株式１株につき700株の割合で株式分割を行っております。期首に当該

株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益を算出しております。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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